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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(１)連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　　　　　　　　 13社

②主要な連結子会社の名称

Maruwa (Malaysia)Sdn.Bhd.、MARUWA Electronics (Taiwan)Co.,Ltd.、Maruwa Europe Ltd.、Maruwa 

America Corp.、Maruwa Korea Co.,Ltd.、Maruwa (Shanghai)Trading Co.,Ltd.、MARUWA Electronic 

(India)Pvt.Ltd.、株式会社MARUWA QUARTZ、株式会社MARUWA SHOMEI、MARUWA MELAKA SDN.BHD.、株式会社

YAMAGIWA、株式会社MARUWA CERAMIC

前連結会計年度まで連結子会社であったTaiwan Maruwa Co.,Ltd.は、当連結会計年度において清算が結了

したため連結の範囲から除外しております。

③主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

 Maruwa Trading Sdn.Bhd.､Maruwa Electronics Gmbh､他２社

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外し

ております。

(２)持分法の適用に関する事項

非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法は適用しておりません。

(３)連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち、Maruwa(Shanghai）Trading　Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算書類

の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要取引については連結上

必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(４)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。）
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時価のないもの

移動平均法による原価法

（ロ）たな卸資産

　当社及び国内連結子会社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は移動平均法による低価法等を採用してお

ります。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産及び投資不動産

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法を採用しております。また、在外連結子会社は所在地国の会計基準の規定に基づく定額法等を採用し

ております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　 ８～50年

機械装置及び運搬具　　　　　 ２～９年

（ロ）無形固定資産

自社利用のソフトウェア　 　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他　　　　　　　　　 　定額法

③重要な引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（ハ）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計

上しております。

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　 税抜方式

(５)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。
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２．表示方法の変更に関する注記

（表示方法の変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当連結会計年度から

適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

(１)セラミック部品事業における棚卸資産の評価

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

セラミック部品事業（国内）の棚卸資産 4,950,913

(注) 上記金額は、商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品の合計額であります。

(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、棚卸資産について収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により評価しており、取得原

価と連結会計年度末における正味売却価額のいずれか低い方の金額で評価しております。また、営業循環過

程から外れた滞留在庫については、収益性の低下の事実を反映するため帳簿価額を処分見込価額まで切下げ

ております。

営業循環過程から外れた滞留在庫の識別は、棚卸資産の滞留又は処分の実績、製品のライフサイクル等を

総合的に勘案して判断しております。

そのため、市場の動向、電子部品メーカーの需要予測の変化などを要因として保有する棚卸資産が過剰と

なった場合には、滞留在庫の対象とすべき棚卸資産が増加する可能性があり、棚卸資産の評価に影響する可

能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(１)有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 27,355,946千円

投資不動産の減価償却累計額 462,462千円

(２)国庫補助金等を受け入れたことにより取得価額から控除した圧縮記帳額

建物及び構築物 285,748千円

機械装置及び運搬具 660,951千円

５．連結損益計算書に関する注記

（１）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額）

売上原価 △162,490千円

（２）減損損失に関する注記

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(単位：千円)

セグメント 場　所 用　途 種　類 金額

セラミック部品事業 ― ― のれん 169,251

　当社グループは、原則として事業用資産については事業部門を基礎としてグルーピングを行っており、重要

な遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、セラミック部品事業で計上されているのれんに関連する事業について、今後の収

益性および事業計画を検討した結果、のれんの未償却残高全額を減損損失として計上しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１)当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 12,372千株 －千株 －千株 12,372千株

(２)自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 40千株 ０千株 ４千株 36千株

（注)１．普通株式の自己株式の増加０千株は単元未満株式の買取りによる増加分であります。

　　 ２．普通株式の自己株式の減少４千株は、譲渡制限付株式報酬の交付による減少分であります。

(３)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

(４)剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

（決　議） 株式の種類
配 当 金 の
総 額 ( 千 円 )

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2 0 2 0年５月2 2日
取 締 役 会

普通株式 320,627 26.00
2020年
３月31日

2020年
６月26日

2 0 2 0年 1 0月2 8日
取 締 役 会

普通株式 345,346 28.00
2020年
９月30日

2020年
12月４日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議予定） 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2 0 2 1年６月2 5日
定 時 株 主 総 会

普通株式 444,084 利益剰余金 36.00
2021年
３月31日

2021年
６月28日
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７．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用を行

うこととしております。資金調達については、策定された資金計画に基づき、所要資金の使途を勘案のう

え、金融機関からの長短期借入金、株式の発行、社債の発行等によりこれを行うこととしております。デ

リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(２)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ

外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあるものを除き、先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建

てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内に

あるものを除き、先物為替予約を利用してヘッジしております。

　短期借入金及び長期借入金は、主に設備投資資金に係る資金調達です。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先

物為替予約取引であります。

(３)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行って

おります。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、先物

為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当

部署が決裁担当者の承認を得て行っております。
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③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、営業債務について、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。((注２)参照)

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 34,088,967 34,088,967 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 9,834,869

③ 電 子 記 録 債 権 1,267,548

④ 貸 倒 引 当 金 ( ＊ ) △8,565

11,093,851 11,093,851 －

⑤ 投 資 有 価 証 券 233,755 233,755 －

資 産 計 45,416,574 45,416,574 －

⑥ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,404,868 2,404,868 －

⑦ 電 子 記 録 債 務 1,931,969 1,931,969 －

⑧ 未 払 法 人 税 等 1,986,715 1,986,715 －

⑨ 短 期 借 入 金 100,000 100,000 －

⑩ 長 期 借 入 金
（1年内返済予定を含む）

1,866,656 1,866,062 △593

負 債 計 8,290,208 8,289,614 △593

＊　一般債権に対する貸倒引当金を控除しております。
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(注１)金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

⑤投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑥支払手形及び買掛金、⑦電子記録債務、⑧未払法人税等、⑨短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

⑩長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入をおこなった場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 14,755

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開

示の対象としておりません。

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 1 0 年 超

現 金 及 び 預 金 34,088,967 － － －

受取手形及び売掛金 9,834,869 － － －

電 子 記 録 債 権 1,267,548 － － －

合 計 45,191,384 － － －

（注４）長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年以内
１ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内

５ 年 超

短 期 借 入 金 100,000 － － － － －

長 期 借 入 金 266,688 866,688 333,280 400,000 － －

合 計 366,688 866,688 333,280 400,000 － －
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８．賃貸等不動産に関する注記

　当社では、愛知県において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)を有しております。2021年３月期における

当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は13,614千円(賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上)で

あります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。

(単位：千円)

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

980,003 △16,166 963,836 1,758,500

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費(16,166千円)であります。

３．時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただし、直近の評価時

点から、一定の評価額や市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合に

は、当該評価額によっております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 5,378円23銭

(2) １株当たり当期純利益 562円30銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

11．その他の注記

　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

(イ)関係会社株式　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

(ロ)その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品・商品・材料・貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

(２)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産及び投資不動産　　定率法

　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　31～50年

機械及び装置　　　　　　　　　　２～９年

②無形固定資産

のれん　　　　　　　　　　 ５年間の均等償却

自社利用のソフトウェア 　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他　　　　　　　　 　　定額法

(３)引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(４)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　 税抜方式
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２．表示方法の変更に関する注記

（表示方法の変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当事業年度から適

用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

(１)棚卸資産の評価

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当事業年度

商品及び製品 635,778

仕掛品 1,404,580

原材料及び貯蔵品 1,169,421

(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」をご参照ください。

４．貸借対照表に関する注記

(１)有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 11,993,041千円

投資不動産の減価償却累計額 462,462千円

(２)関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 693,362千円

短期金銭債務 2,214,406千円

長期金銭債務 700,000千円

(３)国庫補助金を受け入れたことにより取得価額から控除した圧縮記帳額

機械装置 34,641千円
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５．損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 517,047千円

　仕入高 10,656,492千円

　その他営業取引高 537,375千円

営業取引以外の取引による取引高 966,282千円

（２）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額）

売上原価 △5,395千円

（３）減損損失に関する注記

　当事業年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（単位：千円）

セグメント 場　所 用　途 種　類 金額

セラミック部品事業 ― ― のれん 169,251

　当社は、原則として事業用資産については事業部門を基礎としてグルーピングを行っており、重要な遊休資

産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　当事業年度において、セラミック部品事業で、計上されているのれんに関連する事業について、今後の収益

性および事業計画を検討した結果、のれんの未償却残高の全額を減損損失として計上しております。

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 40千株 ０千株 ４千株 36千株

（注)１．普通株式の自己株式の増加０千株は単元未満株式の買取りによる増加分であります。

　　 ２．普通株式の自己株式の減少４千株は、譲渡制限付株式報酬の交付による減少分であります。
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７．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払退職金 47,982千円

賞与引当金 135,998千円

たな卸資産評価損 52,344千円

土地評価損 15,132千円

未払事業税 71,447千円

減価償却費 32,752千円

減損損失 55,528千円

投資有価証券評価損 15,899千円

その他 68,378千円

繰延税金資産合計 495,464千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △33,870千円

繰延税金負債合計 △33,870千円

繰延税金資産の純額 461,594千円

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別内訳

法定実効税率 30.33%

(調整)

受取配当金 △5.49%

住民税均等割 0.34%

試験研究費等税額控除 △2.40%

その他 0.72%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.50%
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８．関連当事者との取引に関する注記

種

類

会社等の
名称

住所
事業の
内容

議決権の
所有(被所
有)割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
事業年度
末残高
（千円）

役員の
兼務等

事業上
の関係

子

会

社

株式会社

MARUWA

QUARTZ

福島県

三春町
製造業

直接

100%

(－)

兼任

1人

当社製品を

製造販売

製品の購入

(注1)
4,850,490 買掛金 916,768

資金の借入による

利息の支払(注2)
748

関係会社

長期借入金
500,000

株式会社

MARUWA

CERAMIC

愛知県

尾張旭市
製造業

直接

100%

(－)

兼任

2人

当社製品を

製造販売

資材品等の

立替(注3)
2,006,064

その他流動

資産
240,247

製品の購入

(注1)
4,963,636 買掛金 1,058,206

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．取引条件については、市場価格を勘案して、両社協議の上決定しております。

２．資金の借入については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　なお、担保は設定しておりません。

３．資材品等の立替は、株式会社MARUWA CERAMICで使用する資材品や設備の一部を、当社にて調達してい

るものであります。

９．１株当たり情報に関する注記

(１) １株当たり純資産額 3,682円36銭

(２) １株当たり当期純利益 399円74銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．その他の注記

該当事項はありません。
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